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稿ではこれらに加えて、規制活動全体の要約報告書 OECD (2015) OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project Explanatory 
Statement 2015 Final Reportsを加えて、「最終報告書」と呼称する。

















比準法（Comparable Uncontrolled Price Method、以
下 CUP）はその価格そのもの、再販売価格基準法







































図表 1 振替価格と TPM 基本三法との関係及び TNMM
出所：宮本（1983）第 7章を参考に筆者作成。
































6） M. クール（Cools）と R. スラグミュルダー（Slagmulder）は、責任会計の理論が様々な種類の責任センターを想定しているの
に対して、移転価格のもとではすべての機能がプロフィット・センターとして取り扱われる、という問題意識を提起している。
M. Cools and R. Slagmulder (2009) “Tax-Compliant Transfer Pricing and Responsibility Accounting", Journal of Management Accounting 























図表 3-1 海外製造機能を検証対象とする TNMM ベンチマークの概要
出所：筆者作成。

































8） M. クール（Cools）と C. エマヌエル（Emmanuel）は、 TNMMと米国の CPMの違いについて、移転価格税制のMCSに与える
影響において、両者は基本的に類似していると述べている。M. Cools and C. Emmanuel (2006) “Transfer Pricing: The Implications of 








12 ） G20による最終報告書（2015）は 15の BEPS行動計画のうち 4つを、各国の優先的な国内立法措置を特別に促すミニマム・ス
タンダードに指定した。BEPS行動計画 14「相互協議の効果的実施」はそのなかの一つに含められた。対して、BEPS規制活動
の進行中に新興諸国が国際課税の枠組みに対する主張を体系的に発表した DWG報告書（OECD（2014）Two-Part Report to G20 







































































Model Double Taxation Convention between Developed and Developing Countries 2017, Article 12A, pp.23-24.
23 ） 濱田は、デジタルエコノミーにおける内部取引や顧客志向（customer-oriented）の事業に対して “value creation” が生じている課
税管轄国の課税権主張に、理論的背景を与えるものとして、事業所得課税の PE概念からの脱却を論ずる主張を取り上げた（濱田
























































































































































28 ） 筧武雄他著（2004）『中国進出企業経営戦略ガイドブック』、工藤敏彦「第五章 会計・監査・税務」303ページ。 
29 ） 独立行政法人日本貿易振興機構知的財産部「中国ライセンスマニュアル 2019年 3月」45ページ。https://www jetro.go.jp/ext_
images/world/asia/cn/ip/pdf/licence_201903.pdf、2020年 11月 11日最終閲覧。
30 ） 役務提供報酬に対して、ベトナムの会計システムに従った経理を行わない場合、みなし利益率が適用される。




























































































図表 8 ロッシング（2013）による税務戦略を移転価格に適用するための MCS































33 ） C.P. Rossing (2013) “Tax strategy control: The case of transfer pricing tax risk management", Management Accounting Research, Vol.24, 
No.2, p.191.
34 ） C.P. Rossing, T.C. Pearson and A. Nesimi (2016) “Strategic Control of Transfer Pricing in a BEPS Context", International Transfer Pricing 
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